
【重要・注意喚起】 

沖縄県宿泊税への対応に向けたシステム改修等補助金を活用したシステム導入等

の勧誘・表記に関するご注意  

 

宿泊事業者の皆様へ  

 令和 8 年 6 月 8 日 

沖縄県 文化観光スポーツ部 観光政策課 

沖縄県宿泊税 システム改修等補助金 事務局  

 

沖縄県では、令和 9 年（2027 年）2 月 1 日の宿泊税導入に向け、「沖縄県宿泊税

への対応に向けたシステム改修等補助金」を実施しています。 

現在、本補助金事業に関して、一部の IT ベンダーやコンサルティング業者等による

ウェブサイトや電話勧誘において、「自己負担なしで導入可能」などと過度に強調した

不適切な表記や勧誘行為が報告されています。 

沖縄県が実施する補助金は、県民・事業者の税金を財源として実施しており、その

適正な執行が強く求められています。 

補助金の申請や受給において、虚偽の申告、書類の改ざん、関係者間の取引の偽

装、補助金の目的外利用（他の用途への無断流用）、補助金額を不当に釣り上げるな

どの不正・違法行為があった場合には、受給の時期を問わず厳正に対処いたします。 

このような行為が行われた場合は、沖縄県補助金交付規則及び本事業補助金交付

要綱に基づき、補助金の交付決定取消となるだけでなく、交付済みの場合は加算金

を賦課した上で、当該補助金の返還を求める場合があります。 

そのため、申請にあたっては、補助金の交付要綱や法令の規定を厳守してください。 

事業者の皆様におかれましては、後から多額の「自己負担」が発生するなどのトラ

ブルを防止するため、以下の点に十分ご注意いただき、補助金申請・契約手続きを進

めていただきますようお願いいたします。 

 

1.注意すべき具体的なケース 

⑴自己負担となるリスク 

本補助金は、すべての経費が全額補助されるわけではありません。システム業

者から「補助金対象です」と言われて契約した場合においても、県の審査で「宿泊

税管理に直接関係がない」と判断された経費については補助金が交付されず、当

該額が事業者様のご負担となる場合があります。 

⑵補助対象外経費の説明不足 

初期の改修費用は補助対象となりますが、行政書士等への「申請代行費用」や

「消費税」のほか、システム導入後に毎月発生する「保守・メンテナンス料」「クラウド

利用料」などのランニングコストはすべて補助対象外（全額事業者様の負担）となり



ます。 

⑶新規導入時における相見積り（あいみつもり）の未取得 

システムの新規導入（新たなシステム構築や機器購入等）に当たっては、価格の

妥当性を確認するため、複数社からの相見積りの徴収・提出が必須となります。 

1 社のみの見積りで契約・申請した場合、補助対象外（全額自己負担）となります。 

 

重要：補助対象は「宿泊税管理に直接必要な機能」のみです 

• 【補助対象となる経費の例】 

o 既存の宿泊管理システム（PMS）への「宿泊税の計算・集計・帳票出力

（申告用）」機能の追加 

o 自動チェックイン機や券売機への「宿泊税の徴収」機能の追加・改修 

o 宿泊税を明記した領収書を出力するためのレジシステムの改修 

• 【補助対象外（全額自己負担）となる経費の例】 

o 宿泊税とは関係のない、通常の予約システムや顧客管理機能のアップ

グレード 

o 館内 Wi-Fi の整備など 

o 自社ホームページの刷新や、通常の宿泊プランの改定作業 

o 導入後にかかるシステムの月額利用料や保守費用などのランニングコ

スト 

2.宿泊事業者の皆様へのお願い（確認のポイント） 

補助金を活用したサービスや IT ツールの導入を検討される際は、業者からの提案

内容を十分に精査していただき、必ず以下の確認を行ってください。 

⑴ システムの導入の必要性の検討 

そもそも、宿泊税の導入にあたりましてシステムの導入が無ければ対応できない

ものではありません。自らの宿泊事業の形態や規模、今後のランニングコストなど

の費用負担を考慮し、まずはその必要性を慎重に検討してください。 

⑵ 契約内容・見積書の内訳の詳細確認 

何が補助対象で、何が対象外なのか（自己負担が発生しないか）について、契約

前に事業者様ご自身で十分にご確認ください。 

⑶ 補助事業の「交付要綱」や「Q&A」の確認 

県や事務局が発行している公式の交付要綱や Q&A を必ずご一読いただき、対

象経費のルールをご自身でご確認ください。 

⑷ 契約を急がせる勧誘には応じない 

「今だけ 0 円」「補助金申請の締め切りが近い」などと契約を急がせる業者に対し

ては、慎重に対応してください。 

⑸ 偽サイト・不審なサイトへの情報入力に注意 

本公式事業サイト以外で本補助金の受付申請は一切行っておりません。不審なサ



イトへの法人情報や個人情報の入力には十分にご注意ください。 

 

３．沖縄県・事務局からのお知らせ 

沖縄県および事務局が、特定のシステム業者を推奨することや、個別の事業者に電

話や訪問で営業をかけることは一切ございません。 

県および事務局では、皆様が安心して補助事業を活用できるよう関係機関と連携

し、不適切な表記や勧誘を行う事業者への実態把握と適切な指導に努めてまいりま

す。 

不審な勧誘や公式ルールと異なる説明を受けた場合など、少しでも不審に思った

場合は、下記窓口までご相談ください。 

 

【情報の取扱いについて】 

 ご提供いただく情報の取扱いにつきまして、県及び事務局はお預かりする個人情報

及びご相談・通報いただいた内容に関する情報を、以下のとおり適正かつ安全に管

理・運用いたします。 

⑴ 個人情報は、追加のヒアリングを目的とするなど、事業者様との連絡手段と

してのみ利用いたします。 

⑵ ご相談・通報いただいた内容は、適正な補助事業が遂行されているか否かを

判定するための、一根拠としてのみ利用いたします。 

⑶ 個人情報及びご相談・通報いただいた内容を、法令に基づく場合や警察等の

捜査機関からの要請がある場合を除き、第三者へ提供することはございません。 

 

【本件に関するお問い合わせ・ご相談窓口】 

• 沖縄県宿泊税システム改修等補助金事務局 

o TEL： 0120-153-048 （受付時間：平日 10:00〜17:00）  

o 窓口運営： 株式会社日本旅行沖縄 内  

o 事務局 HP：https://shukuhakuzei-system.okinawa/ 

• 沖縄県 文化観光スポーツ部 観光政策課  

o TEL： 098-866-2763 （受付時間：平日 9:00〜17:15）  

o FAX： 098-866-2767  

o Mail： aa081100@pref.okinawa.lg.jp  

 


